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◆小学校の運営
　市民１人当たり 21,１27円
◆中学校の運営
　市民１人当たり 6,282円
◆図書館の運営
　市民１人当たり 3,651円 

◆ごみの処理
　市民１人当たり
　１2,500円
◆予防接種
　市民１人当たり
　2,１45円

◆道路の整備、議会の運営費など

市民１人当たり 44,276 円 市民１人当たり 21,708 円

市民１人当たり 27,520 円

教育費 33.1 億円

その他 20.5 億円

衛生費 16.2 億円

収入と支出の重要ポイントを解説

会計 歳入 歳出 差引額
一　般　会　計 310億2,496万円 301億7,348万円 8億5,148万円

特

別

会

計

国民健康保険事業 85億260万円 84億1,402万円 8,858万円
駐車場事業 8,532万円 8,068万円 464万円
介護保険 67億6,516万円 64億4,705万円 3億1,811万円
後期高齢者医療 19億1,740万円 19億628万円 1,111万円

小計 172億7,049万円 168億4,804万円 4億2,245万円
合　計 482億9,546万円 470億2,152万円 12億7,394万円

区分 決算額

下水道事業

収益的収支
収入 11億2,211万円

支出 10億1,636万円

資本的収支
収入 6億6,756万円

支出 10億5,787万円

一般会計・特別会計の決算状況

決算額      310 億2,496 万円
市民１人当たり　415,122 円

歳入

市税 96.0億円
市民税・固定資産
税など
30.9％

都支出金 46.0 億円
都からの補助金など
14.9％

地方交付税
39.5 億円
地域格差をなくすため国
が交付するお金

12.7％

市債 22.2 億円
国などから借りたお
金 7.2％

その他 44.8 億円
使用料・手数料など
14.4％

国庫支出金  
61.7 億円

19.9％
国からの補助金など

決算額 301 億7,348 万円 市民 1 人当たり 403,729 円
歳出

目的別歳出 性質別歳出

民生費 164.7 億円
福祉などにかかる費用

54.6％

教育費
33.1 億円
教育活動にかかる費用

11.0％

公債費 18.7 億円
市債（借金）返済に
かかる費用 6.2％

その他
20.5 億円
6.7％

人件費 46.2 億円
職員の給与、
社会保険料な
ど

15.3％
物件費 32.7 億円
物品の購入、光熱水
費、委託料など
10.8％

扶助費
108.9 億円
福祉などの手当・
給付にかかる費用
36.1％

補助費等
28.2 億円 市民団体への

補助金など9.4％

6.2％
公債費 18.7 億円
市債（借金）の返済
にかかる費用

繰出金 31.7 億円
一般会計から特別会計
に繰り出されるお金
10.5％

普通建設事業費
24.0 億円
公共施設の工事な
どにかかる費用

8.0％
その他
11.3 億円
3.7％

「目的別歳出」と
「性質別歳出」

	キーワード

一般会計の内訳

平成30年度の主要事業の執行状況
▶安全でうるおいのある暮らしができるまち

◉消費者保護対策事業の実施
特殊詐欺被害対策として、自動通話
録音機300台の貸与を実施

198万円

◉消防団訓練施設整備工事を実施 1,907万円

◉起業支援事業を実施
女性起業応援フェスタなどを実施 480万円

◉ブロック塀などの撤去改修等工
事費の助成を実施
地震時の通行人などの安全確保のた
め、ブロック塀などの撤去や改修等
工事を助成

153万円

▶子どもたちを健やかに育むまち

◉子育てクーポン事業を実施
対象年齢を5歳まで拡充 2,175万円

◉清瀬市版ネウボラ事業「スマイル
ベビーきよせ」を実施
妊娠期から出産・子育て期にわたる
切れ目のない支援

1,100万円

◉イングリッシュキャンプ事業を実
施
小学5年生～中学2年生の児童・生徒
を対象に外国人講師を招き、2泊3日
で立科山荘で英語学習を実施

154万円

◉小学校校舎大規模改造事業
（七小・八小） 9億1,943万円

◉中学校特別教室空調設備の整備 9,720万円

▶豊かな自然と調和した住みやすく
　活気あるまち

◉「第11回清瀬ひまわりフェスティバ
ル」を開催
前年度を上回る147,801人が来場

570万円

◉市道0115号線（六小前）など市道
6路線などの道路整備工事を実施 1億6,800万円

◉市内公園などのトイレ洋式化改修
工事を実施
市内公園など5か所に設置されている
和式トイレ（12基）を洋式トイレに改
修

977万円

◉野塩地域に新設公園（野塩さくら
児童遊園）を整備
公園用地として寄付された土地を整
備

988万

▶健幸でともに支え合うまち
◉健幸ポイント事業を実施
事業対象者を750人から1,000人に拡
充して実施

1,999万円

◉生活困窮者自立支援事業を拡充
家計相談事業を新たに実施 3,119万円

▶都市格が高いまち

◉新庁舎建設事業を実施
実施設計、用地購入など 3億9,890万円

◉清瀬市公共施設再編計画（案）の
策定 519万円

目的別歳出を市民１人当たりの経費に置き換えると……

◆保育園の運営
　市民１人当たり 40,789円
◆学童クラブの運営
　市民１人当たり 2,253円
◆児童センターの運営
　市民１人当たり １,3１9円

◆コミュニティバスの運営
　市民１人当たり 279円

市民１人当たり 220,332 円

市民１人当たり 50,812 円
消防費 10.5 億円

◆消防活動の経費のため

◆市が借りた市債の返済のため

市民１人当たり 13,999 円

公債費 18.7 億円

市民１人当たり 25,082 円

民生費 164.7 億円

総務費 38.0 億円

性質別歳出を家庭の家計簿に置き換えると……
収入（＝歳入） 支出（＝性質別歳出）

■給与
（基本給＋諸手当）
・基本給（市税）
・諸手当

■家賃収入
　（使用料・手数料）
■雑収入
■貯金の引き出し
　（繰入金）
■ローン（市債）
■前月（年）から
　の繰越（繰越金）

■日常経費（人件費）
■医療費・保育費
　（扶助費）
■ローンの返済
　（公債費）
■日用品・光熱費
　（物件費）
■自治会費（補助費等）
■子どもへの仕送り

■雑費（維持補修費など）
■家の増改築費
　（普通建設事業費）
■貯金（積立金）

35１,659円

１28,384円
223,275円

4,487円

3,036円
１0,863円

29,744円
１5,333円

6１,773円
１45,753円

25,082円

43,773円

37,730円
42,435円

１,492円
32,046円

１3,645円

11,393 円　　 15,333 円

35１,434円

１27,020円
224,4１4円

4,373円

3,600円
１１,889円

28,058円
１4,02１円

6１,028円
１42,725円

25,377円

43,806円

37,358円
42,957円

69１円
32,227円

１１,873円

平成 30 年度 平成30 年度平成 29 年度 平成 29 年度

（国・都支出金、地方
交付税など）

　合計　　415,122 円　    413,375 円 合計　　　403,729 円　　398,042 円

（特別会計への繰出金）

来月（年）への繰り越し

1 人当たりの納税額と支出額

一般会計の借金は 195 億 2,224 万円

義務的経費は増
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	ポイント 3
①

②

③

◆①～③の詳しい解説は、右記をご覧ください。

一般会計決算　　　の状況をお知らせします
【平成 30 年度】

消防費
10.5 億円
火災、地震などの災害から市民
を守るための経費

3.5％

衛生費 16.2 億円
健康、環境保全、ごみの処
理などにかかる費用 5.4％

総務費 38.0 億円
市役所の運営など

12.6％
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基金と市債の残高の推移
各種基金残高（左目盛り）
市債借入残高（右目盛り）

義務的経費と職員数の推移

職員数（左目盛り）
義務的経費（右目盛り）

※職員数は各年度の４月１日現在です。

　市が行う仕事は、皆さんが納めた税金をはじめ、国や都の補助金、国などからの借入金などをもとに行わ
れています。平成30年度の決算の状況は、行政運営の基本的な事業を行うための「一般会計」と国民健康保
険などの特別な事業を行うための「特別会計（下水道事業会計を除く）」を合わせた歳入（収入）の決算額が、
482億9,546万円、歳出（支出） の決算額が470億2,１52万円となりました。ここでは、平成30年度の一般会
計でどのくらい収入があり、どのようなことに使われたのかお知らせします。
 問財政課財政係☎042-497-１8１0

　歳出（支出）の見
方として、使う目的
ごとに分類した「目
的別歳出」と、経済
的な性質ごとに分類
した「性質別歳出」
の2つがあります。
　目的別歳出は、ど
のような行政分野に
いくら使ったかを知
ることができます。
性質別歳出は、市の
財政運営や健全性、
市の施策を知ること
ができます。

※市民1人当たりの額は、市の決算額を人口
（74,737人、平成31年1月1日現在）で割って算出
しています。

①

　市財政の基本的収入である市税は、個人市民税や法人市民税の増
加などにより、昨年度より約0.9億円増収の96億円となりました。
市民１人当たりの納めた額は１28,384円で、使われたお金は403,729
円のため、支出した額全体の
3１.8％になります。
　多摩26市平均では、市民１人
当たりの納めた額が１7１,936円
で、使われた額は375,528円の
ため、支出した額全体に対し
て税収の占める割合が45.8％
となっています。清瀬市は他
市に比べ税収が少ない状況に
あり、地方交付税や国・都か
らの補助金などで支出を賄っ
ています。

　道路の整備、公共施設の改修などには多額の経費が必要であるた
め、国や都、銀行などから市債として借り入れをしています。平成
30年度は新庁舎建設用地購入や小学校2校の校舎大規模改造事業、
臨時財政対策債などのために、総額で22億2,300万円の市債を発行
しました。
　平成30年度末の市債の残高は
右表のとおりで、全体では市民１
人当たり26１,2１3円となっていま
す。また、市の貯金である基金は、
積み立て額が取り崩し額を4億
2,１54万 円 上 回 り、 残 高 は45億
3,802万円となりましたが、市民
１人当たりでは60,720円で、26市
平均の83,957円と比べると低い
水準となっています。公共施設の
整備のほか、社会保障費など経常
経費の増額に対応するため、今後
も積極的に基金への積み立てを行
う必要があります。

　計画に基づいた行財政改革を着実に推進するなど、効率的な行政
運営に努めています。しかしながら、高齢化の進展などに伴う扶助
費の増加により、義務的経費（支出が義務付けられているお金で、
人件費、扶助費、公債費を合わせたもの）は近年増加傾向にあります。
　義務的経費は、平成
29年度と比較して、保
育園運営費や生活保護
費、自立支援給付費な
どの扶助費が増加した
ことにより、約2.3億
円増額しました。この
義務的経費の増加が、
市の財政課題となって
います。
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※表示単位未満を切り捨てしているため、各数値の合計等が一致しない場合があります。
※下水道事業は、平成30年度から地方公営企業法を適用し、公営企業会計基準  
　に基づく経理を行いました。
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